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育児又

高　知　県　教　育　長

は介護を行う職員の深夜勤務及び
時間外勤務の制限等について（通知）

育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（平成
3年法律第76号）及び一般職員の勤務時間、休暇等に関する法律（平成6年法律
第33号）の改正を受け、別紙のとおり公立学校職員の勤務時間、休日及び休暇に
関する条例（平成6年高知県条例第46号）が改正され、平成14年4月1日から施
行される予定です。

また、公立学校職員の勤務時間、休日及び休暇に関する規則（平成6年高知県人
事委員会規則第48号） との添別も おり改正される予定となっています。

これに伴い、「育児又は介護を行う職員の深夜勤務及び時間外勤務の制限等につ
いて」（平成11年4月1日付け11教職第34号）及び「年次有給休暇、介穫休暇等
について」（平成6年12月21日付け6教義第993号）を下記のとおり改正し平成14
年
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職第34号）
以上の同居の親族」を「職員の配偶者で当政子の親」に、「す
に改める。

以上の同居の親族」を「職員の配偶者で当鼓子の親」に改め
る。

1の（4）を次のように改める。
要介護者を介護する職員が請求した場合には、校務の正常な運営を妨げる場合を

除き、深夜における勤務をさせてはならない。
（2）及び（3）については、（3）の①工を除き、要介護者を介護する場合について

準用する。
2のく1）中「16歳以上の同居の親族」を「職員の配偶者で当該子の親」に、「す

るもの」を「する者」に、「時間外勤務制限開始日から1年を経過する日までの間
において360時間（請求の単位が月を単位とする1年に満たな’い期間の場合は、30
時間に当該月数を乗じて得た時間）」を「1月について24時間、．1年について150
時間」に改める。

2の（3）中イ16歳以上の同居の親族」を「職員の配偶者で当夜子の親」に改め
る。

2の（4）を次のように改める。
要介護者を介護する職員が請求した場合には、校務の正常な運営を妨げる場合を

除き、1月について24時間、1年について150時間を超えて時間外勤務をさせて
はならない。

（2）及び（3）については、（3）の①エを除き、要介護者を介穫する瘍合について
準用する。
第1′号様式及び第2号様式を次のように改める。

（別紙第1号様式及び第2号痍式のとおり）



2　年次有給休暇、介護休暇等について（平成6年12月21日付け6教義第993
号）
3のく1）中「連続する3月」を「連続する6月」に改める。
3の（4）の①中「連続する3月」を「連続する6月」に改める。
3のく7）の②を削り、③を②とし、④中「③」を「②」に故や、④を③とする。
第1号様式中「連続する3月」を「連続する6月」に改め、第2号様式を削る。
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（別記第1号様式）

深夜勤務・時間外勤務制限請求書

高知県教育委員会　様

所属
職

下記．のとおりG急のため寛≡鱒〕示軋ます。
妃

氏　　名

＼　▼′

■一一■一一一

1　帯求に罷る子

又は要介護者

2　職員の配偶者で
当敦子の親であ
る者の有無及び

一■状況　　　′

3　要介謙者の状態

及び具体的な．介
護の内容

4　請求に係る期間

続　　柄

生年月日

t子軸の舶柁じた日

深召‖勤務
・の制限

時間外勤務
の制限’

年　　月　　日

印

年　月・日生（口　出産予定日）

年　　月　　日生

口軌に帥てはしている

（相即仙服用附、消す根き¢硝入）
口帆てい叩l棚……鮒棚で、消す抽きの崩伏）

州、紙用上別榊上州書…椚和義である

甜朗用（棚…根わて臥朋）又は郎朋冊である
上如け批相当し帥（村沢きる）

□無

■甘言　呂雷室…呂■誓言他（

年　　月　　白から

□1ヰ　ロ1甲こ満たない潮間（　月）・

①「生年月日」榔ま・子を養育するための請求の場合のみ記入すること。なお、・請求に
係る子が請求の際に出生していない場合には、「生年月日」棚に出産予定日を記入
し、ロ出産予定日にノ印を記入すること。

●②憎子細の効力が生じた日」欄は・子を養育する太めの請求の場合のみ記入すること。

①こ¢欄は、子を養育するための請求の舶のみ記入すること。
②「就業しているJ・とは・就業日数が1月に3日を題えることをいう。

3について
この柵は

4について
、要介護者を介護するための請求の場合のみ記入すること。

子を糞育するために探夜勤務め制限を請求する場合には、当該請求に係る子が満6歳に
達する日以後の最初の3月31日以前の日を鮒限披TRトレー・†揚場＋1－し

▼　▼▼　▼　▼▼’1‾　　1■　▼　’－’・　r■　▼　　▼　　・■　　　■1

3月31日以前の日を制限終了日として請求すること。



（別記第2号様式）

育児又は介護、の状況変更届

叩
職
桐

年　　月　　日

印

高知県教育委月食　様

下記のとおり の制限に係る子の養育又は要介護者の介護の状況につ

いて筆更が生じたので届け出ます。
l

妃

1・届出の事由　　　　　　　　　　　　　・

（1）養育の状況の変更

口．子が死亡した

□　職■且の子でな■くなった

（ロ　離籍　　口　養子縁組の取消）

□　同居しなくなった

□　職員の配偶者で子の親であるものが養育できる者に故当することとなった

（2）介護の状況の変更

l□　要介護者が死亡した

口　車介護者と職員との親族関係が消減した

く消滅の痙由■

□　同居しなくなった

2　届出の事実が発生した日

年　　月　　日
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育児又は介寮を行う職員の深夜勤務及び時間外勤務
の制限等について（通知）

平成11年4月1日11教職第34号
高知県教育長通知

改正　平成14年3月22日13高教職第875－1号

うえのことについて、公立学校職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例及び職員

の勤務時間、休日及び休暇に関する規則が一部改正され（県公報第8142号、号外第16号
に登載）、平成11年4月1日から施行されます。

内容等については下記のとおりですので、職員に周知するとともに、適正な・運用をし
てください。

なお、上記の規則の運即こついて、別添のとおり人事委員会から通知がありましたの
で、併せて通知します。

記

1　育児又は介藻を行う職員の深夜勤務の制限
（1）内容

小学校就学の始期に達するまでの子のある職員であって、深夜（午後10時から翌日

の午前5時までの間をいう。）において常態として当該子を考育することができる職
員の配偶者で当該子の親で次に掲げるいずれにも該当する者がいない職員が請求した
場合には、公務の正常な運営を妨げる場合を除き、深夜における勤務をさせてはなら
ないこととしたこと。

①　深夜において就業していない者（深夜における就業日数が1月について3日以
下の者を含む。）であること。

②　負臥疾病又は身体上若しくは精神上の障害により請求に係る子を茸育するこ
とが困難な状態にある者でないこと。

③　6週間（多胎妊娠の場合にあってはし、14週間）以内に出産する予定である音
叉は産後8週間を経過しない者でないこと。

（2）請求手続等

①　職員が深夜勤務の制限について請求する場合は、深夜勤務制限開始日の1月前
までに・深夜勤務・時間外勤務制限請求書（別記第1号様式）を所属長に振出す

②　所属長は、職員から深夜勤務の制限に関する請求があった場合は、公務甲運営
の支障の有無について、当該職員に対し速やかに文書で通知しなければならない
こと。

なお・公務の運営に支障がある場合にあっては、当該支障のある日及び時間帯
等を記載して通知するものとすること。

③　この通知後において、公務の運営に支障が生じる日があることが明らかになっ
た場合は、′当該日の前日までにその旨を通知しなければならないこと。

④　所属長は、公務の運営の支障の有無の判断に当たっては、請求に係る時期にお
ける職員の業務の内容、業務量、代替者の配置の難易等を総合して行うこと。

（3）請求の取消等

①　請求後、深夜勤務制限開始日の前日までに、次のいずれかの事由が生じた場合



は、当該請求はされなかったものとみなされること。

ア　当該請求に係る子が死亡した場合

イ　当該請求に係る子が離縁又は養子縁組の取消により職員の子でなくなった場
合

ウ　職員が当該請求に係る子と同居しないこととなった場合

工　深夜において、当該請求に係る子を常態．として養育することができる職員の
配偶者で当該子の親として1の（1）の①～③に掲げるものがいることとなっ
た場合

②　深夜勤務の制限の開始日以後終了日とされた日の前日までに上記ア～工の事由
が生じた場合は、当該事由が生じた日が終了日とみなされること。

③　職員は、①及び②の場合においては、遅滞なく育児又は介護の状況変更届（別
記第2号様式）を所属長に届け出なければならないこと。

（4）介護の場合の準用
要介護者を介護する職員が請求した場合には、校務の正常な運営を妨げる場合を除

き、深夜における勤務をさせてはならない。
（2）及び（3）については、（3）の①工を除き、要介護者を介護する場合につ

いて準用する。

（5）報告
所属長は、職員からの深夜勤務の制限に関する請求に対し、公務の運営の支障の有

無について通知した場合には、当該通知文書及び請求書の写しを、職員から育児又は
介護の状況変更届の振出があった場合には、当該変更届の写しを教職員課へ送付する
こと。

（6）経過措置
平成11年4月中を開始日とする請求については、1月前までに請求することができ

ないが、公務の運営に支障がないことが明らかであり、特段の措置を帝ずる必要がな
い場合には、深夜勤務をさせてはならないものとすること。

2　育児又は介護を行う職長の時間外勤務の制限
く1）内容

小学校就学の始期に達するまでの子のある職員であって、常態として当該子を茸育
することができる職員の配偶者で当該子の親で次に掲げるいずれにも該当する者がい・

ない職員が請求した場合には、当該請求をした職員の業務を処理するための措置を講
ずることが著しく困難である場合を除き、1月について24時間、1年について150時間
を超えて時間外勤務をさせてはならないこととしたこと。

①　就業していない者（就業日数が1月について3日以下の者を含む。）であるこ
と。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　′

②　負傷、疾病又は身体上若しくは精神上の障害により請求に係る子を養育するこ
とが困難な状態にある者でないこと。

③　6週間（多胎妊娠の場合にあっては、14週間）以内に出産する予定である者
又は産後8週間を経過しない者でないこと。

（2）請求手続
①　職員が時間外勤務の制限について請求する場合は、時間外勤務制限開始日の前

日までに、深夜勤務・時間外勤務制限請求書（別記第1号様式）を所属長に提出
すること。

②　所属長は、職員から時間外勤務の制限に関する請求があった場合は、当該請求
をした職員の業務を処理す－るための措置を講ずることが著しく困難であるかどう

かについて、当該職員に対し速やかに文書で通知しなければならないこと。
③　所属長は、当該請求のあった日の翌日から起算して1週間を経過する日（1週



間経過日）前の日を時間外勤務制限開始日とする請求に対して、時間外勤務の制
限の措置を溝ずるために必要があると認めるときは、当該時間外勤務制限開始日
から1週間経過日までの間のいずれかの日に時間外勤務制限開始日を変更するこ
とができること。

この場合、所属長は変更前の時間外勤務制限開始日の前日までに、当該職員に
対し、変更後の時間外勤務制限開始日を記載した文書で通知しなければならない
こと。

（3）請求の取消等

①　請求後、時間外勤務の制限の開始日の前日までに、次のいずれかの事由が生じ
た場合は、当該論求はなかったものとみなされること。
ア　当該請求に係る子が死亡した場合

十当該請求に係る子が離籍又は寺子縁組の取消により職員の子でなくなった場
合

り　職員が当該請求に係る子と同居しないこととなった場合

工　深夜において・当該請求に係る子を常態として茸育する；とができる職員の
配偶者で当該子の親として2のく1）の①～③に掲げるものがいることとなっ
た場合

②　時間外勤務の制限の開始日以後終了日とされた日の前日までに上記ア～エの事
由が生じた場合は、当該事由が生じた日が終了日とみなされること。

③　職員は、①及び②の場合においては、1遅滞なく育児又は介護の状況変更届（別
記第2号様式）を所属長に届け出なければならないこと。

（4）介護の場合の準用

要介葉音を介護する職員が請求した場合には、校務の正常な運営を妨げる場合‾を除
き・1月について24時間、1年について150時間を超えて時間外勤務をさせてはならな
い。

（2）及び（3）については、（3）の①ェを除き、要介護者を介護する場合につ
いて準用する。

（5）報告

所属長は、職貞からの時間外勤務の制限に関する請求に対し、当該請求をした職員
の業務を処理するための措置を辞ずることが著しく困難であるかどうかについて通知
した場合には、当該通知文書及び請求書の写しを、職員から育児又は介寮の．状況変更

・届の提出があった場合には、当該変更届の写しを教職員課へ送付すること。

（6）その他

所属長は、時間外勤務の制限が、育児又は介寮を行う職員の職業生活と家庭生活の
二重の負担が大きいことに着日した措置であることを考慮し、時間外勤務が制限され
る職員に時間外勤務をさせる場合には、特定の期間に過度に集中しないように留意し
なければならないこと。

3　用語の整理

「ボランティア休暇について（平成8年12月27日付け8教高第1138号高知
県教育長通知）」別表中「精神薄弱」を「知的障害」に置き換える。

施行日：平成11年4月1日



年次有給休暇、介護休暇等について（通知）

平成6年12月21日　6教義第993号

高知県教育長通知

改正　平成9年2月17日　8教義第534号

平成10年3月31日　9教職第634号

平成14年3月22日　13高教聴第g75－1号

このことについて、公立学校職員の勤務時間、休日及び休暇等に関する条例及び公

立学校職員の勤務時間、休日及び休暇等に関する規則の全部改正により、年次有給休

暇の繰越し制度の改正及び介護休暇の新設等が行われ、平成6年12月21日から施

行されました。

これらの内容については、下記のとおりですので、運用に当たっては適正な執行を

お願いします。

また、今回の改正では、勤務時間、休日及び休暇について‾全面的に規定の整備を行

い、次のとおり用静等の改正を行いました。

（1）「勤務を要しない日」が「週休日」となったこと。

（2）「年次休暇」が「年次有給休暇」となったこと。

（3）「年末年始の特別休暇」が・「休日J　に含まれること。

なお、上記条例及び規則の運用について、別添のとおり高知県人事委負会から通知

があり・ましたので、併せて通知します。

記

1　条例、規則等の改正

公立学校職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例の全部改正に伴い、次の条

例・規則等が改正されました。

・公立学校職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例・

・公立学校職員の勤務時間、休日及び休暇に閑す皐規則　t

・公立学校職員の勤務時間、休日及び休暇の運用について

別添資料1

別添資料2

別添資料3

・高知県立学校の管理運営に関する規則の一部を改正する規則　…一一別添資料4

・公立学校に勤務する職員の勤務を要しない日及び勤務時間の割振りに関する規

則の一部を改正する規則　…・一……・・……………一・…－…－……・別添資料5

・県立学校に勤務する単純な労務に雇用される職員の勤務時間、休日及び休暇に

一関する規程の一部を改正する訓令‥－…．一一一……・－…・……一・一…・別添資料6

・、高知県立学校服務規程の一部を改正する訓令「……－‥－…－……－別添資料7



・高知県立学校の管理運営に関する規則施行規則の一部を改正する訓令　一一一日一一

・……‥－…・…一…………－…－……一………‥－…一一………－…別添′資料8

・県立学校長に対する事務委任規程の一部を改正する訓令　………一別添資料9

2　年次有給休暇

（1ト年次有給休暇の付与

①　国家公務員等から引き続き職員となった者に付与される年次有給休暇の日数

は、国家公務員等としての年次有給休暇に相当する休暇の残日数等を考慮し、

職員と同様に取り扱われること。

②1月1日から6月30日の間に臨時的任用職員として採用された者が、当該

年に引き続き正親の職員として採用された場合に付与される年次有給休暇の月

数は、臨時的任用職員として採用された日に正規の職員として採用されたもの

とした場合に付与される年次有給休暇の日数から、臨時的任用職員として使用

した年次有給休暇の日数を減じた日数とするとと。

（2）年次有給休暇の繰越し

①　前年の勤務実績にかかわらず、20日を限度として残日数を翌年に繰り越す

ことができること。　　　　　　　　・

②　平成6年から平成7年への繰越しから適用されること。

③　高知県立学校職員服務規程（平成4年12月高知県教育委員会訓令第6号）

の別記第6号様式中、年次有給休暇の付与、繰越しの棚を下記のとおり改正す

ること。

前年に請求できた 前年に与えられた 年 次 有 給．休 暇 の 繰 越　 し　で　 き　る 本年 に請求で きる

年次有給休暇の日数 年次有給休噂の日放 残　　　 日　　　 数 日　　　　　　　 数 年次有給休暇の日数

④　③について、新様式の印刷ができるまでの間、印刷済みの様式は訂正して使

用すること。

（3）通知の廃止

「年次休暇の繰越しについて」（昭和37年1月29日付け、37学第44号

県教育長通知）は廃止する。

3　介護休暇

（1）介諌休暇の鹿旨

職員が配偶者、父母、子、配偶者の父母等で、負傷、疾病又は老齢により日常

生活を営むのに支障がある者の介護をするため、勤務しないことが相当であると

認められた場合における休暇であり、上記に規定する者の各々が介護を必要とす

る－の継続する状態ごとに、連続する6月の期間内において必要と認められる期

J



＼

一・一ヽ一・■

間について承認することができ．るものであること。

（2）要介護者の範囲

配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。）、2

親等以内の血族及び姻族、届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者

の父母及び子、配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を

含む。）の父母の配偶考

（3）要介護者の状態

①　負傷、疾病又は老齢により日常生活を営むのに支障がある場合であること。

②　老齢とは・具体的な年齢を想定するものではなく、老齢により歩行等の移動、

排泄、衣類の着脱、入浴、食事等に開し、介護を必要とする状態をいうこと。

（4）介寮休暇の期間

①　要介護者ごとに・介護を必要とする－の継続する状態が、連続する6月の期

間内とすること。

②　介課を必要とする一の継続する状態とは、病気の内容等にかかわらず、要介

護者の介苦を必要とする状態に着日したものであり、介護が必要な状態が一旦

終息した後に病気が再発した場合は、岡†の要介護者についても」再度介獲休

暇が認められるものであること。

③　①の期間内において・1日又は1時間を単位として、連続又は断続的に公務

に支障のない範囲内で認められるが、1時間を単位とする介護休暇は、1日を

通じ始業時刻から連続し、又は終業の時刻まで連続した4時間の範囲内とする

こと。

（5）介護休暇を取得する場合における給与の取扱い

①　給料及び給料の訴整額については、勤務しない1時間につき、1時間当たり

の給料を減額すること。

・②■　昇給については、延伸事由に故当し、昇給期間の6分の1に相当する期間の

日数を勤務しなかった職員は、勤務成績の証明が得られないものとして取り扱

うこと。

③　退職手当算定の期間については、除算しないこと。

⑥　期末手当については・減額しない手当額を支給すること。なお1基準日に介

護休暇を取得していても同様であること。

⑤　勤勉手当については、減額しない手当塀を支給すること。1なお、基準日に介

護休暇を取得していても同様であること。

ただし、介茸休暇の承認を受けて勤務しなかった期間から週休日並びに祝日

法による休日及び年末年始の休日を除いた日が30日を越える場合には、その

勤務しなかった全期間を期間率の期間から除算すること。

⑥　その他の手当の取扱いについては、基本的に影響されないこと。・

ただし・通勤手当及び月額の特殊勤務手当については、月の全日数勤務又は

勤務がない場合は支給されないこと。

（6）介護休暇取得者の代替措置



職員が、1日を単位として連続して1月以上介護休暇を取得する場合は、病気

休暇の例により代替職員を措置する。

（7）承認等の手続き

①　職員が介護休暇を得ようとするときは、承認を受けようとする期間の始まる

日までに、休暇承認願（従来の様式による）、‘介護休暇添付書類・（別紙様式第

1号）及び医師の診断書（負傷、疾病の場合に限る。）を学校長に提出し、承

認を求めなければならない。

この場合、要介護者の丁の継続する状態について、初めて介護休暇の承認を

受けようとするときは、2週間以上の期間一（介詳休暇を得ようとする日又は時

間の積み上げではなく、要介護者の一の継続する状態としての期間）について

一括して承認を求めなければならないこと。

②　介護休暇の間は、給与が減額されることから、学校長は介護休暇用添付書類

で確認のうえ、月例報告書により減額の処理を行うこと。

③　②の減額の処理を行■ったときは、学校長はその月の末までに、介護休暇用添

付書類の写しを、主管課長た提出すること。

（8）出勤簿の取扱い

出勤簿は次のように表示すること。

①　1日を単位として連続して与えた場合

④
②　時間を単位として与えた場合

㊨　㊨
4　その他．

週休日の振替により、1週間の勤務時間が法定労働時間を越え、かつ、あらかじ

め割り振られた1週間の正規の勤務時間を越えて勤務した時間に対しては、100

分の25の時間外勤務手当を支給すること。
、＿／



（様式第1号）

介浬筆休暇用、淘竜付書美質

学　校　名

職・氏名　　　　　　　　　　印

、　　　一・

要介課人

に関する
壷 項

氏　　名

要介護者の

状態及び具

体的な介護

の内‾容

続　　柄

同・別居　□岡　虐＿　ロ別居

介那必要と智甲腎　 日

連続蔓る6月の期腎から　年　 月　 日

請　　求　　の　　期　　間 出勤簿

整理済

月榊青書

・．処理済

鹿妻

年　月　日 、時　　間 時間数請求年月日



第　　　号

職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例等の一部を改正する条例議案

職員の勤務時間、休日及び．休暇に関する条例等の一部を改正する条例を次のように定め

る。

平成14年2月　日提出

＼＼一一

ヽヽ■■′一

高知県知事　橋本　大二郎

職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例等の一部を改正する条例

（職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例の一部改正）

第1粂　鱒貝の勤務鱒間、休日及び休暇に関する条例（平成6年高知県条例第45号）の「

部を次の■ように改正する。

第9条の2第1項中「（深夜（午後10時から翌日の午前5時までの間をいう。以下こ

の項において同じ。）において常態として当該子を茸育することができる当該子の同居

の親族として人事委貞会競則で定めるもののない職員に限る。）」を「（職員の配偶者

で当該子の親であるものが、深夜（午後10時から翌日の午前5時までの間をいう。以下

この項において同じ。）において常態として当故子を茸育することができるものとして

人事委員会親則で定める者に該当する場合における当該職員を除く。）」に改め、同条

第2項中「（常態として当該子を茸育することができる当該子の同居の親族として人事

委員会競則で定めるもののない．職員に限る」を「（職員の配偶者で当該子の親であるも

のが、常態として当該子を養育することができるもの七して人事委員会規則で定める者

に該当する場合における当該職員を除く」に、「人事委員会規則で定める日から起算し

て1年を経過する日まで中間において360時間（職員が、勤務制限を必要とする期間が

1年に満たないため、1年に満たない期間（月を単位とすろ期間に限る。）について請

求した場合にあっては、当該請求に係る期間に応じて人事委員会規則で定める時間）」

を「1月について24時間、1年について150時間」に改め、同条第3項中「前2項中

「子」とあるのは「要介漂着」と、「茸育」とあるのは「介軌」を「第1項中「小学

校就学の始期に達するまでの子のある職員（職員の配偶者で当該子の親であるものが、

深夜（午後10時から翌日の午前5時までの間をいう○以下この項において同じ。）にお

いて常態として当該子を養育することができるものとして人事重点金塊則で定める者に

該当する場合における当該職員を除く。）が、人事委員会規則で定めるところにより、

当該子を茸育」とあるのは「要介業者のある職員が、人事委員会規則で定めるところに



より、当該要介護者を介護」と、「深夜における」とあるのは「深夜（午後10時から翌

日の午前5時までの間をいう。）におけ争」と、前項中「小学校就学の始期に達するま

での子のある職員（職員の配偶者で当該子の親であるものが、常態として当該子を養育

することができるものとして人事委員会規則で定める者に該当する場合における当該職

‾負を除く。以下この項において同じ。）が、人事委貞会規則で定めるところにより、当

該子を養育」とあるのは「要介課者のある職員が、人事委員会規則で定めるところによ

り、当該要介護者を介護」」に改める。

第16粂第2項中「3月」を「6月」に改める。

（公立学校職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例の一部改正）

第2粂　公立学校職員の勤務時間、休日及び休職に関する条例（平成6年高知県条例第46

号）の一部を次のように改正する。

第9条の2第1項中「（深夜（午後10時から翌日の午前5時までの間をいう。以下こ

の項において同じ。）において常態として当該子を茸育することができる当該子の同居

の親族として人事委員会競則で定めるもののない職員に限る。）」を「（職員の配偶者

や当該子の親であるものが、深夜（午後10時から翌日の午前5時までの間をいう。以下

この項において同じ。）において常態として当該子を茸育することができるものとして

人事委月余規則で定める者に該当する場合における当該職員を除く。）」に改め、同条

第2項申「（常態として当訣子を糞育することができる当該子の同居の親族として人事

委員会規則で定めるもののない職負に限る」を「（職員の配偶者で当該子の親であるも

のが、常態として当訣子を養育することができるものとして人事重点会規則で定める者

に該当する場合における当該職員を除く」に、「人事委員会規則で定める日から起算し

て1年を経過する日までの間において360時間（職員が、勤務制限を必要とする期間が

1年に満たないため、1年に満たない期間（月を単位とする期間に限る。）にづいて請

求した場合にあっては、当該請求に係る期間に応じて人事委員会規則で痘める時間）」

を「1月について24時間、1年について150時間」に改め、同条第3項中「前2項中

「子」とあるのは「要介護者」と、「茸育」とあるのは「介護」」を「第1項中「小学

校就学の始期に達するまでの子のある職員（職員め配偶者で当該子の親であるものが、

深夜（午後10時から翌日の午前5時までの間をいう。以下この項において同じ。）にお

いて常態として当該子を巷育することができるものとして人事委員会規則で定める者に

該当する場合における当該職員を除く。）が、人事委員会規則で定めるところにより、

当該子を茸育」とあるのは「要介護者のある職員が、人事委員会規則で定めるところに

より、当該賓介葉音を介護」と、「深夜における」とあるのは「深夜（午後10時から翌

日の午前5時までの間をいう。）における」と、前項中「小学校就学の始期に達するま

での子のある職員（職員の配偶者で当該子の親であるものが、一・常態として当該子を糞育

することができるものとして人事委員会娩則で定める者に該当する場合における当該職

員を除く。以下この項において同じ。）が、人事委員会規則で定めるところにより、当

＼＿／

、－／



該子を茸育」とあるのは「要介護者のある職員が、人事委員会規則で定めるところによ

り、当該要介護者を介寮」」に改める。

第16粂第2項中「3月」を「6月」に改める。

（警察職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例の一部改正）

第3粂　警察職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例（平成6年高知県条例第47号）

の一部を次のように改正する。

第9条の2第1項中「（深夜（午後10時から翌日の午前5時までの間をいう。以下こ

の項において同じ。）において常態として当該子を茸育することができる当該子の同居

の親族として人事委員会親則で定めるもののない職員に限る。）」を「（職員の配偶者

で当該子の親であるものが、深夜（午後10時から翌日の午前5時までの間をいう。以下

この項において同じ。）において常態として当該子を茸育することができるものとして・

人事委員会親則で定める者に該当する場合における当該職員を除く。）」に改め、同条

第2項中「（常態として当政子を養育することができる当該子の同居の親族として人事

委員会規則で定めるもののない職員に限る」を「（職員の配偶者で当該子の親であるU

のが、常態として当該子を養育することができるものとして人事委員会規則で定める者

に該当する場合における当該職員を除く」に、「人事委貞会規則で定める日から起算し

て1年を経過する日までの間において360時間（職員が、勤務制限を必要とする期間が

1年に満たないため、1年に満たない期間（月を単位とする期間に限る。）について請

求した場合にあっては、当該請求に係る期間に応じて人事委員会規則で定める時間）」

を「1月について24時間、1年について150時間」に改め、同条第3項中「前2項中

「子」とあるのは「要介護者」と、「養削とあるのは「介軌」を「第1項中「小学

校就学の胎齢こ達する＼までの子のある職員（職員の配偶者で当該子の親であるものが、

深夜（午後10時から翌日の午前5時までの間をいう○以下この項において同じ。）一にお

いて常態として当該子を養育することができるもーのとして人事委点会規則で定める者に

該当する場合における当該職員を除く。）が、人事委員会規則で定めるところにより、

当該子を考育」とあるのは「要介護者のある職員が、人事委員会規則で定めるところに

より、当該要介筆者を介葦」と、「深夜における」とあるのは「深夜（午後10時から翌

日の午前5時までの間をいう。）における」と、前項中「小学校就学の始期に達するま

での子のある職員（職員の配偶者で当該子の親であるものが、常態として当該子を茸育

することができるものとして人事委員会規則で定める者に該当する場合における当該職

員を除く。以下この項において同じ。）が、人事委員会規則で定めるところにより、当

該子を養育」とあるのは「要介護者のある職員が、人事委員会規則で定めるところによ

り、当該要介諌者を介護」＿」に改める。

第16粂第2項中「3月」を「6月」に改める。

附■則

（施行期日）



1　この条例は、平成14年4月1日から施行する。

（経過措置）

2　第1条の規定による改正後の職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例（以下「改

正後の職員の条例」という。）第9条の2第2項（同条第3郵こおいて準用する場合を

含む。）の規定、第2条の規定に享る改正後の公立学校職員の勤務時間、休日及び休暇

に関する条例（以下「改正後の公立学校職員の条例」という。）第9条の2第2項（同

条第3項において準用する場合を含む。）の規定及び第3条の規定による改正後の警察

職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例（以下「改正後の警察職員の条例」とい

う。）第9条の2第2項（同条第3項に串いて準用する場合を含む。）の規定は、この

条例の施行の日（以下「施行日」という。）以後にする請求から適用し、施行日前にし

た請求による時間外勤務の制限については、なお従前の例による。

3　改正後の職員の条例第16条の規定、改正後の公立学校職員の条例第16条の規定及び改

正後の警察職員の条例第16条の規定は、それぞれ第1条の規定による改正前の職員の勤

務時間、休日及び休暇に関する条例（次項において「改正前の職員の条例」という。）

第17条の規定、第2集の規定による改正前の公立学校職員の勤務時間、休日及び休暇に

関する条例（次項において「改正前の公立学校職員の条例」という。）第17条の競走及

び第3条の規定による改正前の警察職員の・勤務時間、休日及び休暇に関する条例（次項」

において「改正前の警察職員の条例」という。）第17条の規定により介護休暇の承認を

受けた職員で、施行日において当該承認に係る介護を必要とする一の継続する状態につ

いての介護休暇の初日から起井して3月を経過しているもの（当該介護休暇の初日から

起算して6月を経過する日までの間にある職員に限る。）についても適用する。この場

合において、改正後の職員の条例第16条第2項、改正後の公立学校職員の条例第16条第

2項及び改正後の警察職員の条例第16粂第2項中「連続する6月の期間内」とあるの

は、「平成14年4月1日から、当該状態についての介護休暇の初日から起衰して6月を

経過する日までの間」とする。

4　改正前の職員の条例第17集の規定、改正前の公立学校職員の条例第17条の規定及び改

正前の警察職員の条例第17集の競走により介護休暇の承認を受けた職員で、施行日にお

いて当該承認に係る介護を必要とする一の継続する状態についての介護休暇の初日から

起算して3月を経過していないものの介護休暇の期間については、改正後の職員の条例

第16粂第2項、改正後の公立学校職員の条例第16粂第2項及び改正後の警察職員の条例

第16粂第2項中「連続する6月の期間内」とあるのは、「当該状態についての介護休暇

の初日から起算して6月を経過する日までの間」とする。

、＿一′

、　J



（／

新旧

新

職員の勤務時間、＿休日及び休暇に関する条例（抜粋）

（育児又は介護を行う職員の深夜勤務及び時間外激務の制限）

第9条の2任命権者は、小学校就学の始期に達するまでの子のあ

る職員＿＿＿（職員の配偶者で当該子の親であるも・のが、深夜（午後些

時やら翌日の午前5時ま坤、う。以下この二郎こおい＿て同

＿じ。）において常態として当該子を養育することができるも＿嬰呈

上ヱ＿＿人事委員会規則で定める者に該当する場かこおける当該鱒貝

を除く。）＿が、人事委月会規則で定めるところにより、当該子を

養育するために請求した場合には、公務の正常な運営を妨げる場

合を除き、深夜における勤務をさせてはならない。

2任命権者は、小学校就学の始期に達するまでの子のあーる職員

（鱒員の配偶者で当華子の親であるものが、常態として当琴子を

発育することができるものとして人事委員会牢刷で定める者に訣

当する場合における当該職員を除く＿＿。以下この項において同

じ。）が、人事委員会規則で定めるところにより、当琴子を養育

するために請求した場合には、当該請求をした職員の業務を処理

するための措置を講ずることが草しく困難である場合を除き、上

月について24時間、1年について150時鞄を超えて、前条第2項

に親定する勤務（災害その他避けることのできない事由に基づく

臨時の勤務を除く。）をさせてはならない。

対 照 表

旧

職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例（抜粋）

（育児又は介善を行う職員の深夜勤務及び時間外勤務の制限）

第9条の2　任命権者は、小学校就学の始期に達するまでの子のあ

る職員（深夜（午後10時から翌日の午前5時までの間をいう。以
一一日・■■■●一一一一一一一一一一一一一一・一■一一一一一一一一→一一一一一一一一→■一一一一一一一一一一一一一・■一一●●一一一●一一■－■■■■■■■

下この項において同じ。）において常態として当該子を茸育する
l t■■l■■■－■■一■・■■■一一一一一一・一一一一一一一一一■一一一一一一一一一一一一一一一■一一一一■一一一一一一一一一一一一一一一一■■一一●■●一一■一一■－■一一一一

ことができる当該子の同居の親族として人事委員会規則で定める
■■●■－●■■●一一一一・一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一・一・→一一一一一一■－■■■●一・一・一■■－■●－■■■・■■■●－

もののない職員に限る。）が、人事委員会規則で定めるところに

より、当該子を葺育するために請求した場合には、公務の正常な

運営を妨げる場合を除き、深夜における勤務をさせてはならない

2　任命権者は、小学校就学の始期に達するまでの子のある職員

（常態として当該子を養育することができる－当該子の同居の親族
一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一■■・■■一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一●一一

として人事委員会規則で定めるもののない職員に限る。以下この一一●■－■■－■●■●一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一→■－一一一一一一一一一一一一一一一一一●●●■■●

項において同じ。）が、人事委員会規則で定めるところにより、

当該子を葺育するために請求した場合には、当該請求をした職員

の業務を処理するための措置を講ずることが著しく困難である場

合を除き、人事委員会規則で定める日から起算して1ヰを経過す
一一一一■■●一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一●一一一一■

る日ませの間において360時間（職員が、勤務制限を必要とする
■一一●●一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一●一■●一一一′一一一

期間が1年に満たないため、1年に満たない期間（月を単位とす
一一一■一一一●一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一－一一一一一一一一一一→■■一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一■●－●■●一■

る期間に限る。）について請求した場合にあっては、当該請求に
■■■一●一一一一－一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一●一一一■●

係る期間に応じて人事委員会規則で定める時間）を超えて、前条－●－■－●一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一■●－■■－■一一一

第2項に規定する勤務（災害その他避けることのできない事由に

基づく臨時の勤務を除く。）をさせてはならない。



3　前2項の規定は、第16粂第1項に規定する日常生活を営むのに

支障がある者（以下この項において「要介護者」という。）を介

護する職員について準用する。この場合において、第1項中イ小

学校就学の始期に達するまでの子のある職員（職員の配偶者で当

該子の親であるものが、＿深夜（午後10時から翌日の午葡5時まで

の間をいう。以下この項において同じ。）において常態とし＿て当

該子を葦青することができるものとして．人事委員会規則で定める

者に該当する場合における当該職員を除く．。）－が、人事零点全盛

則で定める・ところにより、当該子を養育」とあるのは「要介護者

のある職員が、人事委員会規則で定めるところにより、当該要介

筆者孝介森」と、「深夜における」．とあるのは1「深夜（午後10時

から翌日の午前5時草での聞きいう。）における」と、申項中

＿「小学鱒就学の始期に達するまでの子の＿ある職員（鞍月の配偶者

で当該子の親であるものが、常態として当該子を毒育することが

できるものとして人事委員牟規則で定める者に．該当する場合にお

吐互筆頭滅員を除く。以下この項において同じ。）が、人事委員

会規則で定めるところたより、＿当該子を養育」とあるのは「要介

善者のある職員が、人事委員会規則で定めるところによ＿り、当該

畢介護者を介護」と読み替えるものとする。

4　略

（介護休暇）

第16粂　略

2ノ　介護休暇の期間は、前項に規定する者の各々∵が同項に規定する

介護を必要とする一の継続する状態ごとに、連続する旦且の期間

内において必要と認められる期間とする。

3　前2項の規定は、第16粂第1項に親定する日常生活を営むのに

支障がある者（以下この項において「要介護者」という。）を介

護する職員について準用する。この場合において、一前＿之現車

「子」とあるのは「要介護者」と、「養育」とあるのは「介護」

と読み替えるものとする。

・■■

4　略

（介護休暇）

第16兵　略

2　介護休暇の期間は、‾前項に規定する者の各々が同項に親定する

介護を必要とする一の継続する状態ごとに、連続する旦且の期間

内において必要と＿認められる期間とする。

（



ヽ
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3　略



新旧

新

公立学校職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例（抜

粋）

（育児又は介護を行う職員の深夜勤務及び時間外勤務の制限）

第9条の2任命権者は、小学校就学の始期た達する享での子のあ

る職員（職員の配偶者で当該子の親であるものが、深夜（午後10

壁裏革日．．甲午前5時までの甲をいう。以下この郵こ声吐王＿匝

じ。）において常態として当該子を養育することができるものと

tて人事委員会規則で定める考に該当する場今における当該暁星

を除くLLが、人事委員会親則で定めるところにより、当該子を

養育するために請求した場合には、公務の正常な運営を鱒げる場

合を除き、深夜における勤務をさせてはならない。

2任命権者は、小学校就学の始期に達するまでの子のある職員

（職員の配偶者で当該子の親であるものが、常態として当該子を

養育することができるも叫塵

当する琴合における当該職員を嘩＿＿G以下この項において同

じ。）が、人事委貞会親別で定めるところにより、当該子を養育

するために請求した場合には、当該請求をした聴員の業務を処理

するための措置を講ずることが著しく困難である場合を除き、上

月について24時間、1年について150時喝を超えて、前条第2項

に規定する勤務（災害その他避けることのできない事由に基づく

臨時の勤務を除く。）をさせてはならない。

対 照 表

旧

公立学校職員の勤務時間、休日及び休暇に開す皐条例（抜

粋）

（育児又は介護を行う職員の深夜勤務及び時間外勤務の制限）

第9条の2　任命権者は、小学校就学の始期に達するまでの子のあ

る職員（痍夜（午後10時から翌日の午前5時までの間をいう。以
－■■－－■一－－－●－一一一・一一一一一一－一一一一－－一－－■■・－－一一－－一一一一一－一－－－－1－－－－－－■－－－■■■1－－■■■●－■■－■■－－1－ll】

下この項において同．じ。）において常態として当該子－を養育する
■一一一一1■■■■■一一■●一一一一一・一一一一一一・一一一一一一一一一一一一一一一一・一・・一一・■■一一一一一一一一・一一一一一一一一一一一一一・一一一一一一●一■－

ことができる当該子の同居の親族として人事委員会競則で定める
■■■■■■一一●■●一一一一一●一一一一一一一一一一一一一一一・一－一一一一■■一一・一一一一一一一一一一一・一一一一一一一一l l　一一一一一一一■－●－■●

もののない職員に限る望＿ユ＿が、人事委貞会規則で定めるところに

より、当該子を養育するために請求した場合には、公務の正常な

運営を妨げる場合を除き、深夜における勤務をさせてはならない

2　任命権者は、小学校就学の始期に達するまでの子のある職員

（常態として当該子を養育することができる当該子の同居の親族
一一一一一●■●一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一日一一一一一一一－一一一一一一一一一一一一■●●－■一一

として人事委員会親剤で定めるもののない職員に限る。以下この
●■一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一

項において同じ。）が、人事委員会規則で定めるところにより、

当該子を養育するために請求した場合には、当該請求をした職員

の業務を処理するための措置を講ずることが著しく困難である場

合を除き、人事委員会規則で定める日から起算して1年を経過す
一一一●－■●一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一●■－

る日までの間において36り時間（職員が、勤務制限を必要とする
一一●一一■一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一・■●一一一●－●●

期間が1年に溝たないため、1年に満たない期間（月を単位とす■一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一●一一一一一一

る期間に限る。）について請求した場合にあっては、当該請求に■一■■－●一一一一一一一一一一一一一一一一一一一■・・■←一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一■■・■■一一一一一．■一・一一一一一一一■一一一●●－

係る期間に応じて人事委員会規則で定める時間）を超えて、前条一一■■■一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一■■－●●■一一

一第2項に成定する勤務（災害その他避けることのできない事由に



3　前2項の規定は、第16粂第1項に親定する日常生活を営むのに

支障がある者（以下この項において「要介、蕃者」という。）を介

・護する職員について準用する。この場合において、第1項中「小

学校就学の始期に連するまでの子のあ＿る・職員（鱒員の配偶者で当

該子の親であるものが、深夜（午後10時から翌日の午前5時ま‾で

の間をいう。以下この項において同じ。）において常態として当

該子を養育することができるものとして人事委員会規則で定める

者に該当する場合における当該職員を除く。）が、人事委員会規

則で定めるところにより、当該子を養育」とあるのは「要介護者

のある職員が、人事委員会規則で定めるところにより、当該要介

護者を介護」と、「深夜における」とあるのは「深夜（午後10時

から翌日の午前5時までの間をいう。）における」と、前項中

「小学校就学の始期に達するまでの子のある職員（職員の配偶者

で当該子の親であるものが、常態として当該子を毒育することが

できるものとして人事委員会規則で定める者に該当する場合にお

ける当該職員を除く。以下この項において同じ。）が、人事委員

会規則で定めるところにより、当該子を毒育」と－あるのは「要介

護者のある職員が、人事委員会規則で定めるところにより、当該

要介護者を介護」と読み替えるものとする。

4　略

（介護休暇）

第16粂　略

2　介護休暇の期間は、前項に規定する者の各々が同項に規定する

介護を必要とする一の継続する状態ごとに、連続する6月の期間

基づく臨時の勤務を除く。）をさせてはならない。

3　前2項の畢定は、第16条第1項に親定する日常生活を営むのに

支障がある者（以下この項において「要介護者」という。）を介

護する職員について準用する。この場合において、前＿a現車

「子」とあるのは「要介護乱と、「養育」とあるのは「介葦」

と読み替えるものとする。

4　略

（介護休暇）

第16条　略

2　介護休暇の期間は、前項に規定する者の各々が同項に規定する

介護を必要とする一の継続する状態ごとに、連続する3月の期間



内において必要と認められる期間とする。

3　略

内において必要と認められる期間とする。

3　略



新旧

新

警察職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例（抜粋）

（育児又は介護を行う職員の深夜勤務及び時間外勤務の制限）

第9条の2本部長は、小学校就学の始期に達するまでの子のある

職員（職員の配偶者で当該子の親であるものが、深夜（午後10時

か－ら翌日の午前5時までの間をいう。1叫

じ。）において常態－として当該子を養育することができるものと

－ヒヱA事委員会規則で定める者に該当する場今：における撃墜坦鼻

を除く。しが・人事委員会規則で定やるところにより、当該子を

養育するために請求した場合には、公務の正常な運営を妨げる場

合を除き、深夜における勤務をさせてはならない。

2本部長は、小学校就学の始期に達するまでの子のある職員上皇

負の配偶者で当該子の親であるものが、常態として当該子を草阜

することができる叫

い＿る場合における当該職員を除く。以下この項において同じ。）が

、人事委員会規則で定めるところにより、当該子を茸育するため

に請求した場合には、当該請求をした職員の業務を処理するため

の措置を講ずることが著しく困難である場合を除き、1月につい

エ弘壁周・1年について15時週を払えてこ前条第2鱒二泉定す

る勤務（災害その他避けることのできない事由に基づく臨時の勤

務を除く。）をさせてはならない。

対 照 表

旧

警察職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例（抜粋）

（育児又は介護を行う職員の深夜勤務及び時間外勤務の制限）

第9条の2　本部長は、小学校就学の始期に達するまでの子のある

職員（深夜（午後10時から翌日の午前5時までの間をいう。以下
■■■■●■一■・■●●一一一一一一一一一一一一一一一一一一一・一・一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一t一一一■■■一一一一一一一・■一一■－■

この項において同じ。）において常態として当該子を養育するこ
■■一一■■一一■■一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一・一一一一一一一一一一一一一一・一一・一一一一一一■■－●●●一一一一●

とができる当該子の同居の親族として人事委員会規則で定めるも
■一一一一■－●一一●●■■●●一一一一一一一一一一一・一一一一一一一一一一一一一一一一・一一一一一一一一一一一一一一一一一一一・一一一一一一●●一一一一

ののない職員に限る。）が、人事委員会規則で定めるところによ
－■－■■－－－1■一・－　■■・一　－■－　－－　－一■■・－■－－－　－－■－■■－－■

り、当該子を養育するために請求した場合には、公務の正常な運

営を妨げる場合を除き、深夜における勤務をさせてはならない。

2　本部長は、小学校就学の始期に連するまでの子のある職員＿（濃

態として当該子を養育することができる当該子の同居の親族とし
■－●一一■●一一一一一一・一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一■一一一

て人事委員会規則で定めるもののない職員に限る。以下この項に●■●一一●儀一一一一一・一一一一一一一一一－一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一■■一一一一

おいて同じ。）が、人事委員会規則で定めるところにより、当該

子を養育するために請求した場合には、当該請求をした職員の業

務を処理するための措置を講ずることが著しく困鞍である場合を

除き、人事委員会規則で定める日から起算して1年を経過する日
一一■●一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一■－●■一一

までの間において360時間（職員が、勤務制限を必要とする期間■●－●●●一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一■－

が1年に満たないため、1年に満たない期間（月を単位とする期－■一●一一●一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一●■■一

間に限る。）について請求した場合にあっては、当該請求に係る一一一一■一●●一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一tH■一一一一一一一一一一一→日■一一一一一一一一一一一■一■－■－■●一

期間に応じて人事委員会規則で定める時間）を超えて、前条第2－－●一一●一一一一一一一日一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一●－●一一一

項に親定する勤務（災害その他避けることのできない事由に基づ

く臨時の勤務を蔭く。）をさせてはならない。



3　前2項の規定は、第16粂第1項に規定する日常生活を営むのに

支障がある者（以下この項において「要介業者」という。）を介

護する職員について準用する。この場合において、象j＿＿項や＿＿工坐

学校就学の始期に達するまでの子のある職員（職員の配偶者で当

該子の親であるものが、深夜（午後10時から翌日の午前5時まで

の間をいう。以下この項において同じ。）において常態として当

該子を養育することができるものとして人事委員会規則で定める

者に該当する場合における当該職員を除く。）が、人事委員会規

則で定めるところにより、当該子を養育」とあるのは「要介護者

のある職員が、人事委員会規則で定めるところにより、当該要介

護者を介護」と、「深夜における」とあるのは「深夜（午後10時

から翌日の午前5時までの間をいう。）における」と、前項中

「小学校就学の始期に達するまでの子のある職員（職員の配偶者

で当該子の親であるものが、常態として当該子を養育することが

できるものとして人事委員会規則で定める者に該当する場合にお

ける当該職員を除く。以下この項において同じ。）が、人事委員

会規則で定めるところにより、当該子を養育」とあるのは「要介

護者のある吸負が、人事委員会規則で定めるところにより、当該

要介護者を介護」と読み替えるものとする。

4　略

（介護休暇）

第16条　略

2　介護休暇の期間は、前項に規定する者の各々が同項に規定する

介護を必要とする一の継続する状態ごとに、連続する旦且の期間

内において必要と認められる期間とする。

3　前2項の競走は、第16粂第1項に親定する日常生活を営むのに

支障がある者（以下この項において「要介護者」という。）を介

護する職員について準用する。この場合において、前＿旦現車

「子」とあるのは「要介護者」と、－「養育」と＿あるのは「介護」

と読み替えるものとする。

4　略

（介護休暇）

第16粂　略

2　介護休暇の期間は、前項に規定する者の各々が同項に規定する

介護を必要とする一の継続する状態ごとに、連続する旦且の期間

内において必要と認められる期間とする。
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3　略
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（菓）

公立学校職員の勤務時間、休日及び休暇に関する親則の一部を改正する規則をここに公
布する。

平成14年　月　日

高知県人事委員会委員長　上谷　定生
高知県人事委貞会規則第　号

公立学校職員の勤務時間、休日及び休暇に関する親則の一部を改正する規則

公立学校職員の勤務時間、休日及び休暇に関する規則（平成6年高知県人事委員会親則
第48号）の一部を次のように改正する。

第8条の2第1項中「ものは・請求に係る子の同居の親族のうち16歳以上の者であっ

て」を「者は」に、「するもの」を「する者」に改める。

第8条の4第1項第2号及び第3号中「聴別を「当該請求をした聴別に改め、同項

第4号中「深琴において、当該請求に係る子を常態として」を「当該請求をした職員の配

偶者で当該請求に係る子の親であるものが、深夜において常態として当政子を」に、「当

該子と同居する親族」を「もの」に・「ものがいる」を「者に該当する」に改める。

第8条の5中「第8条の2から前条まで」を「第8条の3及び前条（第1項第4号を除

く。）」に改め、「第8条の2中「子」とあるのは「要介護者」と、「養育」とあるのは

「介乱と、」を削り、「職員の」を「当該請求をした職員の」に、「職員との」を「当

該請求をした職員との」に改め‥同項第4号を次のとおり改める。

（4）当該請求をした職員の配偶者で当該請求に係る子の親であるものが、深夜におい

て常態として当該子を養育することができるものとして第8集の2に規定する者に
該当することとなった場合

第8条の6第1項中「ものは、請求に係る子の同居の親族のうち、16歳以上の者であっ

て」を「者は」に、「するもの」を「する者」に改め、同条第2項及び第3項を削る。、

第8条の8第1項第2号及び第3号中「職則を「当該請求をした聴乱に改め、同項
第4号を次のとおり改める。

（4）当該請求をした職員の配偶者で当該請求に係る子の親であるものが、常態として

当該子を茸育することができるものとして第8条の6に規定する者に該当すること
となった場合

第8条の9中「第8条の6から前条まで（同条第2項第1号及び第2号を除く。）」を

「第8条の7及び前条（第1項第4号並びに第2項第1号及び第2号を除く。）」に、磯

め、「第8条の6第1項中「子」とあるのは「要介護者」と「華育」とあるのは「介軌

と」を削り・「職員の」を「当該請求をした職員の」に、「職員との」を「当該請求をし

た職員との」に改め、「、同項第4号中「子」とあるのは「要介護者」と、「葺育」とあ

るのは「介軌と」を削り、「次の」を「次の各号」に、「前項」を「前項第1号から第
3号まで」に改める。

附　則．

この規則は、平成14年4月1日から施行する。



新 旧

新

公立学校職員の勤務時間、休日及び休暇に関する規則（抜粋）

（育児を行う職員の深夜勤務の制限）

第8条の2　条例第9条の2第1項の人事委員会規則で定める畳屋

、次の各号のいずれにも該当王旦量とする。

（1）～・（3）略

（育児を行う職員の深夜勤務の制限の請求手続等）
第8条の3　略

2・3　略

第8条の4　略

（1）略

（2）当該者求に係る子が離縁又は養子縁組の取消しにより当選

帯求をした曙星の子でなくなった場合

（3）当選薦求牽した曙星が当該請求に係る子と同居しないこと
となった場合

（4）当該帝求をした職員の配偶者で当該請求に係’る子の親であ

るものが・深夜において常態と＿して当勢至を養育することが

できる旦里として第8条の2に競走する者に該当する＿ことと
なった場合

2～4　略

（介護を行う職員の深夜勤務の制限）

第8条の5　第8条の3及び前条（第1牒第4号を除く。）の規定

対 照 表

旧

公立学校職員の勤務時間、休日及び休暇に関する規則（抜粋）

（育児を行う職員の深夜勤務の制限）

第8条の2　条例第9条の2許1項の人事委員会親別で定める生理

は、請求に係る子の同居の親族のうち16歳以上の者であって、次
一一一一■一一一■一●●一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一・一一一一一・一一一一一一・一一一一一一一一一一一■・－■■－■●一一一■■■一一

の各号のいずれにも該当ま鼠も史とする。

（1）～（3）略　一

（育児を行う職員の深夜勤務の制限の請求手続等）

第8条の3‾　略

2・3　－略

第8条の4　略

（1）略

（2）当該請求に係る子が＃緑又は養子縁組の取消しにより唾員
の子でなくなった場合

（3）囁鼻が当該請求に係る子と同居しないこととなった場合

（4）深夜において、当読最求屋倭ゑ丘を常態として養育するこ

とができる当該子と同居する親族として第8条の2に娩定す
－－　－　－－－　■■　－　－　－　－　－　●－－　－　－・－　－・－　■■　■■　■■　■■■　－■

‾　るも吸が一重こととなった場合

‾2～4　略

（介護を行う職員の深夜勤準の制限）

第8集の5　第8条の2から前条までの親定は、条例第9条の2第■■●　■■－一一■■　－　－■■　■■■　－－－－　一一　－－－■　－－　－－－　－　－　■■－

ー1－



は、条例第9条の2第3項に規定する日常生活を営むのに支障が

ある着　く以下「要介護者」という。）を介葦する職員について準

用する。この場合において、前条第1項第1号中「子」とあるの

は「要介護者」と、同項第2号中「子が離縁又は妻子縁組の取消

しにより当該請求をした職員の子でなくな三た」とあるのは「要

介護者と当該請求をした職員との親族関係力干消滅した」と、同項
第3号中「子」とあるのは「要介護者」と読み替えるものとす

る。

（育児を行う職員の時間外勤務の制限）

第8条の6　条例第9条の2第2項の人事委員会規則で定める畳屋

、次の各号のいずれにも該当する者とする。

（1）～（3）　略

第8条の8　略

（l）　略

（2）当該請求に係る子が離縁又は養子縁組の取消しにより当遜

請求をした職員の子でなくなった場合

（3）　当該請求をした職員が当該請求に係る子と同居しないこと

3項に規定する日常生活を営むのに支障がある者（以下「要介護

者」という。）を介護する職員について準用する。この場合にお

いて、第8条の2中「子」とあるのは「要介護者」と、「養育」

とあるのは「介護」と、前条第1項第1号中「子」とあるのは

「要介護者」と、同項第2号中「子が離鹿又は養子縁組の取消し

により職員の子でなくなった」とあるのは「要介護者と職員との

親族関係が消滅した」と、同項第3号中「子」とあるのは「要介

養老」と、同項第4号中「子」とあるのは「要介護者」と、「茸
－－－■■－－　■■　■■－－　－－－－－　－－■■　－－－－　－－－　－　－－－　－　－－　－■－－　－－　－一一　－　－→－　－－　－　－－　■－－■－－　■■　－－－　■■　■■　－－－　－　－

育」とあるのは「介護」と儲み替えるものとする。

（育児を行う職員の時間外勤務の制限）

第8集の6　条例第9条の2第2項の人事委員会規則で定めるも段

は、請求に係る子の同居の親族のうち16歳以上の者であって、次
－－－　－－－－　－－－－－－　－－－－　－－－　－－■■　■■　■■■■　－－　－－－　－　■■－一・－－■－　－－－　一一　－－　－　－　－　■■－　■■－　■－■　－　－－－■■－　●■　■■－　●　■■　－　－　■■　■

の各号のいずれにも該当ま鼠も史とする。

（1）～（3）　略

2　条例第9条の2第2項の人事委員会規則で定める日は、次条第■－　　　　　　－－t■－－■－－－■－■■●■lll　●－●●－一一■■－■－一一一一■■一一－－－－　－－■－－一一一一－－－一一一一－一一－一一■一一一一　一■■■■■　●－●　■■－一

1項に規定する時間外勤務制限開始日（同条第3項の規定による
■■●■■●■■■－■－●－●●一一■■●－●一一一一一一一一一一一一一一一一一一一・一一一一一一一一一一一一■■一一■一一一一■一一一一一一■■■■■■●■■■■■

変更があった場合にあっては当該変更後の時間外勤務制限開始日一一●■■■■■■一一一■一一■■■●－一一一一一一一一一一一一一一一一一■一一一一一一一一一一一一一・一一一一一一一一一一一・一一一一一一一一一■■■一■■－

1＿皇＿ま卓上＿

3　条例第9集の2第2項の人事委員会規則で定める時間は、30時■■■　　　　　■－■■－■■－■－■一一一●一一一■●一一一一一一一一一一→一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一■■■■■－一

問に当該請求に係る期間の月数を乗じて得た時間とする。
■－■－■－一　一　■●　●　一一一－■■－■■　■■■－■一一一－－■一一　一一－－－一一－一一■－■一一一－－－－－－－一一一一一一一一■●－一一■1－　－■■－■

第8条の8　略

（1）略

（2）当該請求に係る子が離縁又は養子縁組の取消しにより隊員
の子でなくなった場合

（3）囁鼻が当該請求に係る子と同居しないこととなった場合

－　2　－



となった場合

（4）当塵養求を－した職員の配偶者で当該請求に係る子の親であ

旦迦一常態として当該子を葦育することができるものと

して第8条の6第に規定する者に該当することとなった場合

2～4　略

（介護を行う職員の時間外勤務の制限）．

第8条の9　基軸前条（象卿
一号及び第2号を除く。しの規定は、要介護者を介護する職員につ

いて準用する。この場合において、前条第1項第1号中「子」と

あるのは「要介護者」と、同項第2号中「子が離縁又は養子縁組

’の取消しにより当座帯求をした職員申子でなくなった」とあるの

は「要介護者と当該請求をした職員との親族関係が消滅した」

と、同項第3号中「子」とあるのは「要介護者」と、同条第2項

中「次の各号」とあるのは「前項第1号から革旦阜」と読み替え
るものとする。

（4）当該請求に係る子を常態として葺育することができる当該
●■■■　■－■■・■一一－一－－－■一一　一一■－－－■－－－一一一一一一－■一一一一一一－一一一一－・一一一一一→一一一●●■●－－■－■■●一一●－■　■－　■・一

子と同居する親族として第8条の6第1項に親定するものが
一一■■一一一一●■一一一一一■一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一■－一一一一一一一一一一一一一一・一一■－■一一一■●－■一一一　l l　一一●

い阜こととなった場合

2～4　略

（介善を行う職員の時間外勤務の制限）

第8条の9　第8条の6から前条まで（同条第2項第1号及び許2
一一一一■■●一一一●一●・一・一一一一一一一一一一一一一■一一一■一一一一→一一一・一一■一一一一一一一一■■－■－●一一一■■■■一■■■■■■■

号を除く。）の規定は、要介護者を介護する職員について準用す

る。この場合において、＿弟8条の6第1項中「子」・とあるのは

「要介護者」七、「葺育」とあるのは「介護」と、前条第1項第－t■－■－－－■1■・■■－●・■●－■一－－－一・一－－－－・■■－－－－－－一一－－－■一一－・一一－・－－－－■－－－・●■－■■－●

．1号中「子」とあるのは「要介護者」と、同項第2号中「子が離

縁又は養子縁組の取消しにより唾具里子でなくなった」とあるの

は「要介護者と噴泉と旦親族関係が消滅した」と、同項第3号中

「子」とあるのは「要介護者」と、同項第4号中「子」とあるの
■■－－－－■■■■■－－－－－－－－－●■－－－一一－－－－－－－－－－■■■■■■■

は「要介護者」と、「養育」とあるのは「介護」と、同条第2項一●一●－■一一一一一一一■■一一一一一一一一一一一一一・一一一一一一一■－一一一一一一一一・一一一一一一一一■一・■■一一一

中「次旦」とあるのは「蘭異」と読み替えるものとする。
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